
令和７年度　特別支援学校教育職員免許法認定講習
（大阪府教育委員会・堺市教育委員会共同開催）実施要項
１　講習の名称

　　　令和７年度特別支援学校教育職員免許法認定講習（大阪府教育委員会・堺市教育委員会共同開催）
２　講習の目的

　　　教育職員免許法及び同施行規則の規定に基づき特別支援学校教諭二種免許状を取得する

　　ために必要な単位を修得させる。

３　主　催

　　　大阪府教育委員会　堺市教育委員会

４　免許状取得に必要な科目及び単位について
本講習は、免許状の領域を以下のように取得するよう設定している。

	領　域
	
	科目
	単位

	視覚障がい者に関する教育の領域
	第１欄
	特別支援教育基礎論
	１

	
	第２欄
	視覚障がい者の心理・生理・病理
	１

	
	
	視覚障がい教育課程と指導法
	１

	
	
	知的障がい教育総論・肢体不自由教育総論・病弱教育総論のうち１科目
	１

	
	第３欄
	言語・発達障がい教育概論
	１

	
	
	重複・ＬＤ教育概論
	１

	
	必要単位数　合　計
	６


	領　域
	
	科目
	単位

	聴覚障がい者に関する教育の領域
	第１欄
	特別支援教育基礎論
	１

	
	第２欄
	聴覚障がい者の心理・生理・病理
	１

	
	
	聴覚障がい教育課程と指導法
	１

	
	
	知的障がい教育総論・肢体不自由教育総論・病弱教育総論のうち１科目
	１

	
	第３欄
	言語・発達障がい教育概論
	１

	
	
	重複・ＬＤ教育概論
	１

	
	必要単位数　合　計
	６


	領　域
	
	科目
	単位

	知的障がい者・肢体不自由者・病弱者に関する教育の領域
	第１欄
	特別支援教育基礎論
	１

	
	第２欄
	知的障がい教育総論
	１

	
	
	肢体不自由教育総論
	１

	
	
	病弱教育総論
	１

	
	第３欄
	言語・発達障がい教育概論
	１

	
	
	重複・ＬＤ教育概論
	１

	
	必要単位数　合　計
	６


＊　特別支援学校教諭二種免許状の取得には、上記の必要単位修得と、基礎となる免許状（小学校、中学校、高等学校、幼稚園のいずれかの普通免許状）の校種での在職年数が３年以上であることが必要です。
５　開設科目（単位数）と定員
	
	領　　域
	科目
	単位
	定員

	第１欄
	共通領域
	特別支援教育基礎論

（特別支援教育の基礎理論に関する科目）
	１
	470

	第２欄
	視覚障がい者に関する教育の領域
	視覚障がい者の心理・生理・病理

（心身に障がいのある幼児、児童又は生徒の心理、
生理及び病理に関する科目）
	１
	130

	
	
	視覚障がい教育課程と指導法

（心身に障がいのある幼児、児童又は生徒の教育
課程及び指導法に関する科目）
	１
	130

	
	聴覚障がい者に関する教育の領域
	聴覚障がい者の心理・生理・病理

（心身に障がいのある幼児、児童又は生徒の心理、生理及び病理に関する科目）
	１
	130

	
	
	聴覚障がい教育課程と指導法

（心身に障がいのある幼児、児童又は生徒の教育
課程及び指導法に関する科目）
	１
	130

	
	肢体不自由者に関する教育の領域
	肢体不自由教育総論

（心身に障がいのある幼児、児童又は生徒の心理、生理及び病理に関する科目並びに心身に障がいのある幼児、児童又は生徒の教育課程及び指導法に関する科目）
	１
	470

	
	病弱者に関する教育の領域
	病弱教育総論

（心身に障がいのある幼児、児童又は生徒の心理、生理及び病理に関する科目並びに心身に障がいのある幼児、児童又は生徒の教育課程及び指導法に関する科目）
	１
	470


６　受講対象者

　　・大阪府内の国公立支援学校の教諭又は講師

・大阪府内の公立小・中・義務教育学校の教諭又は講師（支援学級若しくは通級指導教室を担当、又は将来担当しようとする教諭又は講師）

・大阪府内の公立高等学校の教諭又は講師
　上記の者のうち

　　（１）特別支援学校教諭免許状（旧盲・聾・養護学校教諭免許状含む）を所持しない者。

（２）免許所持者であって、障がいの領域追加のために単位修得が必要な者。

＊　単位修得後（免許申請条件が整った後）は、速やかに免許申請を行ってください。　　また、免許申請を行わないまま、障がいの領域追加のための受講希望を出すことはできません。

＊　各講習の受講者数が定員に達しない場合に限り、大阪府外の特別支援学校、小・中・義務教育学校の教諭または講師も受講可とします。各講習の受講者数が定員に達しない場合、６月上旬に大阪府庁Ｗｅｂページにて府外の学校教員についての申し込み方法を案内します。（定員に達し、募集のない場合は、その旨を公開します。）
７　講習科目の日程、会場及び講師
	科　目
	日　時
	会場
	講　師

	特別支援教育基礎論
	８月６日（水）

9:30～12:40

13:35～16:45
	大阪府教育センター
大ホール
	大阪教育大学教授
西山　健

	
	８月13日（水）

9:30～12:40

13:35～16:45
	
	大阪教育大学准教授
今枝　史雄

	視覚障がい者の
心理・生理・病理
	８月21日（木）

9:30～12:40

13:35～16:45
	大阪府咲洲庁舎
咲洲ホール
	大阪教育大学准教授　
奈良　里紗

	
	８月22日（金）

9:30～12:40

13:35～16:45
	
	

	視覚障がい

教育課程と指導法
	７月29日（火）

9:30～12:40

13:35～16:45
	大阪府咲洲庁舎
咲洲ホール
	大阪教育大学准教授
正井　隆晶

	
	８月４日（月）

9:30～12:40

13:35～16:45
	
	

	聴覚障がい者の

心理・生理・病理
	８月８日（金）

9:30～12:40

13:35～16:45
	大阪府咲洲庁舎
大会議室
	大阪教育大学講師
湯浅　哲也

	
	８月18日（月）

9:30～12:40

13:35～16:45
	大阪府咲洲庁舎
咲洲ホール
	

	聴覚障がい

教育課程と指導法
	８月７日（木）

9:30～12:40

13:35～16:45
	大阪府咲洲庁舎
咲洲ホール
	大阪教育大学教授
井坂　行男

	
	８月25日（月)

9:30～12:40

13:35～16:45
	
	

	肢体不自由教育総論
	８月５日（火）

9:30～12:40

13:35～16:45
	堺市立西文化会館
ウェスティ　ホール
	大阪教育大学特任教授
早野　眞美

	
	８月12日（火）

9:30～12:40

13:35～16:45
	大阪府教育センター
大ホール
	大阪大谷大学教授
小田　浩伸

	
	
	
	大阪教育大学教授
大内田　裕

	病弱教育総論
	８月14日（木）

9:30～12:40

13:35～16:45
	大阪府教育センター
大ホール
	大阪教育大学特任講師
五島 脩

	
	８月15日（金）

9:30～12:40

13:35～16:45
	
	大阪教育大学教授
平賀　健太郎


＊　各科目、２日間の受講が必要です。受講希望科目の日程をよくご確認ください。
＊　科目により、会場が異なりますので、ご注意ください。
８　単位の授与
　　　　この講習は、免許法認定講習として文部科学大臣の認定を申請している。申請が認め
　　　られれば、定められた授業時間数について５分の４以上出席し、論文審査責任者の出題
による論文に合格した者に当該単位が授与される。
９　論文審査について

　　(1) 当該単位の課程として定められた授業時間の５分の４以上出席した者について審査する。

　　(2) 審査は提出した論文によって行う。

　　(3) 採点はＡ・Ｂ・Ｃ・Ｄとし、Ｄは不合格とする。

10　受講の申し込み方法

別紙申し込み用紙（様式１）に必要事項を記入の上、提出すること。その際、今までに認定講習等で修得した単位修得証明書を所属長に提示し確認を得ること。
提出先

【堺市立学校の教員】学校単位で堺市教育委員会学校教育部支援教育課あて

【市町村立学校（大阪市・堺市を除く）の教員】市町村教育委員会あて

【大阪府内の国立支援学校及び府立学校の教員】学校単位で大阪府教育センター支援教育推進室あて

11　申し込み期限　　

令和７年５月23日（金）【大阪府教育センター　支援教育推進室　必着】
＊上記の申し込み期限は大阪府教育センターへの必着期限です。申込み期限後、受講者決定に向けた作業を行うため、期限を過ぎての申し込みは受け付けることができません。各取りまとめ段階での期限は各学校、各市町村教育委員会等の指示に従ってください。

なお、上記以外の方法による申し込みはできません。

12　受講料　　

徴収しない。

13　受講上の留意事項
(1) 受講者は、講習には必ず黒ボールペン(消せるボールペンは不可)を持参し、出席
(2) 簿に〇をつけること。（代筆不可。）受講時は名札を持参し、常時着用すること。
(3) 研修の趣旨を理解し、府教育庁の研修にふさわしい服装で受講すること。
（短パン・サンダル等は不可。）
(3)　講習当日は、全会場で受講番号により座席を指定する。

(4)  各科目の講習初日には、該当する受講決定通知書を必ず提出すること。
(5)　講義中、パソコンやタブレット端末、スマートフォンは原則使用できない。
(6)  受講申込書に記入漏れ等不備がある場合は、受講申込書を受理しない場合がある。
(7)  公務(他の研究会･研修会への参加、学校行事、部活動の引率等)により出席できない
場合も欠席として扱う。講習日に公務が入る可能性については、十分確認すること。
(8)　 公務、法事、採用試験、旅行等は、やむを得ない事由とはみなされない。そのよう
な事由で、受講を許可された科目を辞退もしくは欠席した者は、今年度受講を許可
された全ての科目の受講を不可とする場合がある。
(9)  主催者が不正と判断した申し込みや出席、また、講義中（休憩時間等を含む）の非違
行為等が発覚した場合は、今年度受講の一部または全ての科目の単位を認定しない。
(10) 本講習は受講者の単位の修得を目的としているため、受講を許可された科目の1日
　　 めを辞退もしくは欠席した者の２日めの受講は認めない。
(11) 受講に際し配慮を要する場合（手話通訳等）は、受講申込書の備考欄に〇をつけ、
様式１（別紙）にも配慮事項を記載し、申込書と一緒に提出すること。
(12) 自然災害及び交通機関の運行に支障が予想されている場合には次によること。

　　       　会場開催の市において、講習当日「暴風警報」また「暴風特別警報」が発令、または自
然災害発生時等に開催が困難（講習終了後の安全な帰宅等含む）であると主催者が判断
した場合については延期または中止にする場合がある。
・開催の可否については、大阪府支援教育課のウェブサイトに掲載する。当日、各会場へ
の問合せは厳禁とする。
　  ・自然災害発生等による講習中止については、代替日の調整ができれば、後日、受講予定
　　　者に通知する。調整ができない場合は、中止とする。
・自然災害により公共交通機関が不通となる等、緊急を要し連絡が必要な場合の連絡先は
下記の通りとする。
・交通機関がストライキの場合は、原則として講習は実施する。

   　 (13) 講義及び論文の時間はすべて出席すること。ただし、体調不良、交通事情等やむ
を得ない事由で遅刻・早退した場合、定められた授業時数の５分の４以上の出席が
あれば、論文審査の対象とする。当日、各会場への欠席連絡はしないこと。やむを
得ず欠席する場合は、所属長（及び市町村教育委員会：★参照）を通じて、午前
９時から午前９時20分の間に下記に連絡のうえ、大阪府教育庁教育振興室支援教
育課に欠席届（様式自由）を提出すること。


14　その他

(1) 受講を許可する者には、７月初旬をめどに受講決定通知書を送付する。（国立及び府立学校については学校長、府内の市町村立学校については市町村教育委員会を通じて通知、送付する）。

　　 ＊受講許可に関しては別紙１に定める基準により決定するものとする。

(2)　受講の許可についての電話等による問い合わせは、受け付けない。

(3)  講習会場の詳細については、受講決定通知書送付の際に通知する。

(4)  受講対象者以外の者は、受講できない（６　受講対象者　参照）。

(5)  各科目の講習日を確認して申し込むこと。

(6)  受講者の受講科目単位修得証明書については、発行までに一定の期間を要する。教員採用選考テスト等において、所定の期日までに単位修得証明書の提出が必要等の個別の事情には対応できない。

15　問合せについて　

　　　【市町村立学校の教員】

各市町村教育委員会に問い合わせてください。

　　　【国・大阪府立学校の教員】

管理職を通じて、大阪府教育庁 教育振興室 支援教育課 学事・教務グループに問
い合わせてください。
なお、他府県や放送大学等で取得された科目の読み替えや免許状の取得方法についてのお問い合わせには応じられませんので、ご了承願います。
大阪府教育委員会は、支援教育に携わる教員の特別支援学校教諭免許状保有率の可及的速やかな向上を図るため、下記の順を原則として認定講習の受講者を決定する。


特別支援学校教諭免許状を所有しない者　のうち、1つ以上の領域で免許状を申請できる単位を既に修得している者を除き、
１　府内の国公立支援学校に勤務する教諭で、今年度の受講により免許取得に必要な単位をすべて修得できる者。

２　府内の国公立支援学校に勤務する教諭で、１に該当しない者。
３　府内の国公立支援学校に勤務する講師で、今年度の受講により免許取得に必要な単位をすべて修得できる者。

４　府内の国公立支援学校に勤務する講師で、３に該当しない者。

５　府内の公立小・中・義務教育学校に勤務し、支援学級若しくは通級指導教室を担当する教諭又は府立高等学校知的障がい生徒自立支援コース・共生推進教室・通級指導教室設置校において、支援教育を担当する教諭で、今年度の受講により免許取得に必要な単位をすべて修得できる者。

６　府内の公立小・中・義務教育学校に勤務し、支援学級若しくは通級指導教室を担当する教諭又は府立高等学校知的障がい生徒自立支援コース・共生推進教室・通級指導教室設置校において、支援教育を担当する教諭で、５に該当しない者。
７　府内の公立小・中・義務教育学校に勤務し、支援学級若しくは通級指導教室を担当する講師又は府立高等学校知的障がい生徒自立支援コース・共生推進教室・通級指導教室設置校において、支援教育を担当する講師で、今年度の受講により免許取得に必要な単位をすべて修得できる者。

８　府内の公立小・中・義務教育学校に勤務し、支援学級若しくは通級指導教室を担当する講師又は府立高等学校知的障がい生徒自立支援コース・共生推進教室・通級指導教室設置校において、支援教育を担当する講師で、７に該当しない者。
９　５・６・７・８に該当しない府内の公立小・中・義務教育学校又は府立高等学校に勤務する教諭又は講師。

＊　定員に満たない講座には、特別支援学校教諭免許状を所有しない者のうち、1つ以上の領域で免許状を申請できる単位を既に修得している者も受講できるものとする。
＊　府内の公立支援学校に勤務し、特別支援学校教諭免許状を取得することを条件に臨時免許で雇用されている者からの受講申し込みについては、各科目の定員には含めず、受講を許可する。

※ 注１

府内の視覚支援学校、聴覚支援学校に勤務する教諭及び弱視学級、難聴学級を担当する教諭においては、当該校種の特別支援学校教諭免許状を所有していない者（他校種の特別支援学校教諭免許状所有の有無は問わない）とする。

＜　受講申込書　記入上の注意　＞

１  楷書でわかりやすく記入する

数字の記入については、間違いがないように正しく記入する

２　教職経験年数の欄････････教職経験年数を数字で記入（※教諭は講師歴を含む）
例　平成28年４月採用者は、令和７年度中は10年目

　　　　　　　　　　　　　　（幼・小・中・高の校種は問わず、常勤講師も含む）
　

３　受講に際し、配慮を要する場合（手話通訳等）は、備考欄に〇をつけ、様式１にも（別紙）にも配慮事項を記載し、申込書と一緒に提出すること
４　教育公務員特例法改正に伴い、研修受講履歴の記録作成・管理するため、職員番号を記載し提出すること
【連絡先】


大阪府教育庁　教育振興室　支援教育課　学事・教務グループ


０６－６９４４－９３６２


＊所属長（及び市町村教育委員会）を通じて連絡すること。





【受講対象者別　欠席連絡ルート（★）】


・国立又は府立の中学校・高等学校及び支援学校（所属長⇒教育庁）


・市町村立の小学校・中学校・義務教育学校・高等学校及び支援学校（所属長⇒市町村教育委員会⇒教育庁）





受講当日、受講決定通知書を忘れる受講者が多いので、特に注意すること





別紙１





※注１








